
１ 課の運営方針

２ 担当（係）の使命（果たす役割）

（福祉調整担当）　部内、課内の調整、地域福祉計画の進行管理、民生委員・児童委員活動の支援、社会援護施策の実施等
（地域包括ケア推進担当）　高齢者の介護予防支援、認知症施策や生活支援体制整備事業、在宅医療介護連携推進事業等の推進
（もやいネットセンター）　福祉総合相談業務の実施、生活困窮者自立支援事業、地域の見守り体制の充実、成年後見制度利用促進の体制整備

【課の使命】
　福祉総合相談窓口において対象者を限定せずに相談を受理し、状況把握、課題分析を経て、速やかに適切な制度やサービス、関係機関へつなぎます。
　また、地域見守りネットワークの強化とともに、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援に加え、医療介護連携、認知症対策を連動させた地域包括ケアシステムを基盤とし
ながら、住み慣れた地域で支え合い、だれもが自分らしく安心して暮らし続けることができるよう、包括的支援体制の構築を進め、地域共生社会の実現を目指します。

【課の目標】
①　第４次地域福祉計画・再犯防止推進計画・成年後見制度利用促進計画の推進
　　地域共生社会の実現に向けて、重層課題に対応するために相談支援、参加支援、地域づくりを推進するとともに、生活困窮、権利擁護等の支援を一体的に行う包括的
支援体制の構築に取り組みます。

②　介護予防・生活支援サービス事業の推進
　　疾病等で生活機能が低下した高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、多職種連携のもと、運動機能の向上や栄養状態の改善等を図るとと
もに、自宅において心身機能を維持・継続し、地域資源等を活用して元の暮らしを送ることができるよう支援します。

③　認知症施策総合推進事業の推進
　　認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して尊厳を保ちながら生活できるよう、認知症の早期発見、早期診断につなげる体制整備や、地域全体で認知症高齢者やその
家族を支援するなど、共生と予防の観点から認知症施策を総合的に取り組みます。

④　生活支援体制整備事業の推進
　　地域住民や各種団体、事業者など様々な人々が連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に
　図っていくため、「協議体」や「コーディネーター」を中心に、地域で助け合い支え合う体制づくりに取り組みます。

⑤　民生委員活動事業の推進
　　地域福祉の中心的な担い手である民生委員・児童委員の活動を支援するために、市民等への活動や役割の周知を図るとともに、一斉改選に向けた計画的な事務執行
に努めながら、定数確保と新任向け研修会の開催や新任委員への引き継ぎ支援に取り組みます。

【行財政改革への取組み】
各種事業の精査、関連付けを行い、限られた時間を有効にメリハリのある働き方改革を実行します。
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３ 課の経営資源

（１） 課の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２） 事業規模 ※R2職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業

４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・後期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

週１回「いきいき百歳体操」に取り組む「住民運営の通いの場」への支援や、「ふれあいいきいき
サロン」の担い手の育成等、介護予防の推進に取り組みます。
【週１回「いきいき百歳体操」に取り組む「住民運営の通いの場」の数：150カ所】

５　福祉・健康・医療
１　地域福祉の推進
１　地域福祉活動の推進

地域福祉の担い手となる民生委員・児童委員の定数確保に努め、活動を助成します。
社会福祉協議会と連携し、31地区の地域福祉コーディネーターと共に協議体の設置を進め、
地域福祉活動を推進します。
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５　福祉・健康・医療
２　高齢者福祉の充実
３　介護予防の推進

会計年度
任用職員

1

目標

1,469,288

５　福祉・健康・医療
１　地域福祉の推進
２　福祉に関する相談支援の充実

対象者別窓口の垣根をこえた福祉総合相談窓口として、関係機関との連携を強化します。
認知症高齢者など判断能力が不十分な方が地域で安心して生活できるように、成年後見制度の
利用を促進する体制を整備します。
【もやいネット支援事業者研修会の開催：250人】

担当予算事業数 36

実現したい成果　（最終目標）推進施策

歳入予算額 1,069,913 歳出予算額

2

職員数 正職員
会計年度
任用職員

正職員 128,790

7,155

19,63527.66 18 9.66

５　福祉・健康・医療
２　高齢者福祉の充実
１　高齢者を地域で支える体制づくり

医療・介護・介護予防・生活支援・住まいのサービスが一体的に提供される地域包括ケアシステ
ムの深化・推進を図ります。
認知症の高齢者やその家族が地域で安心して暮らせるよう、相談・見守り体制を強化します。
【認知症サポーター養成数：19,000人】

人件費


